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１４．法人の基本情報 

（１）沿革 

（旧農林水産消費技術センター関係） 

平成 3年 4月  農林水産省農林規格検査所から農林水産省農林水産消費技術セン

ターに改組 

平成 13年 4月  独立行政法人農林水産消費技術センターとして設立 

（旧肥飼料検査所関係） 

昭和 38年 1月  農林省肥料検査所と農林省飼料検査所が統合して農林省肥飼料検

査所となる 

平成 13年 4月  独立行政法人肥飼料検査所として設立 

（旧農薬検査所関係） 

昭和 22年 6月  農林省農薬検査所設置 

平成 13年 4月  独立行政法人農薬検査所として設立 

 

平成 19年 4月  上記 3法人を統合して独立行政法人農林水産消費安全技術センター

として設立 

平成 27年 4月  行政執行法人となる 

 

（２）設立に係る根拠法 

独立行政法人農林水産消費安全技術センター法（平成 11年法律第 183号） 

 

（３）主務大臣（主務省所管課） 

農林水産大臣（農林水産省消費・安全局総務課） 
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（４）組織図 

現在

非 常 勤 監 事
品 質 保 証 課

国 際 課

広 報 室

主 任 精 度 管 理 官

令和2年3月31日

理 事 長 業 務 監 査 室

有害物質等分析調査統括チーム
理 事

企 画 調 整 部 企 画 調 整 課
監 事

規 格 検 査 部 規 格 検 査 課

精 度 管 理 官

総 務 部 総 務 課

人 事 課

会 計 課

管 財 課

商 品 調 査 課

分 析 調 査 課

表 示 監 視 部 表 示 指 導 課

鑑 定 課

小 平 総 務 分 室

総 務 専 門 官

消 費 安 全 情 報 部 情 報 管 理 課

交 流 技 術 課

技 術 研 究 課

上 席 表 示 監 視 官

表 示 監 視 官

肥 飼 料 安 全 検 査 部 業 務 調 査 課

肥 料 管 理 課

環 境 影 響 審 査 課

肥 料 鑑 定 課

飼 料 管 理 課

飼 料 鑑 定 第 一 課

飼 料 鑑 定 第 二 課

調 整 指 導 官

専 門 指 導 官

農 薬 品 質 審 査 課

農 薬 有 効 性 審 査 課

農 薬 使 用 基 準 審 査 課

農 薬 実 態 調 査 課

精 度 管 理 官

農 薬 検 査 部 業 務 調 査 課

審 査 調 整 課

試 験 施 設 審 査 課

農 薬 使 用 時 安 全 審 査 課

農 薬 審 査 統 括 官

認 定 セ ン タ ー
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横 浜 事 務 所 業 務 管 理 課

規 格 検 査 課

表 示 指 導 課

鑑 定 課

農 薬 実 態 調 査 課

精 度 管 理 官

札 幌 セ ン タ ー 業 務 管 理 課

規 格 検 査 課

次 長 表 示 指 導 課

肥 飼 料 検 査 課

管 理 官

精 度 管 理 官

仙 台 セ ン タ ー 業 務 管 理 課

規 格 検 査 課

次 長 表 示 指 導 課

肥 飼 料 検 査 課

管 理 官

精 度 管 理 官

名 古 屋 セ ン タ ー 業 務 管 理 課

規 格 検 査 課

次 長 表 示 指 導 課

肥 料 検 査 課

飼 料 検 査 課

管 理 官

精 度 管 理 官

神 戸 セ ン タ ー 業 務 管 理 課

総 務 専 門 官

次 長 規 格 検 査 課

表 示 指 導 課

鑑 定 課

有 害 物 質 等 分 析 調 査 課

技 術 研 究 課

肥 料 検 査 課

飼 料 検 査 課

表 示 指 導 課

鑑 定 課

農 薬 実 態 調 査 課

管 理 官

主 任 精 度 管 理 官

精 度 管 理 官

上 席 表 示 監 視 官

表 示 監 視 官

肥 料 検 査 課

飼 料 検 査 課

管 理 官

精 度 管 理 官

福 岡 セ ン タ ー 業 務 管 理 課

規 格 検 査 課

次 長
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（５）事務所（従たる事務所を含む）の所在地 

本 部 ： さいたま市中央区新都心 2-1 さいたま新都心合同庁舎検査棟 

農薬検査部 ： 東京都小平市鈴木町 2-772 

横浜事務所 ： 横浜市中区北仲通 5-57 横浜第 2合同庁舎 

札幌センター  ： 札幌市北区北 10条西 4-1-13 道新北ビル 

 ： 札幌市中央区大通西 10-4-1 札幌第 2合同庁舎 

仙台センター  ： 仙台市宮城野区五輪 1-3-15 仙台第 3合同庁舎 

名古屋センター ： 名古屋市中区三の丸 1-2-2 名古屋農林総合庁舎 2号館 

神戸センター  ： 神戸市中央区港島南町 1-3-7 

福岡センター  ： 福岡市東区千早 3-11-15 
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（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

特定の関連会社及び関連公益法人は該当ありません。 

 

（７）主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

資産 8,967 8,604 8,144 7,929 12,737 

負債 1,371 1,400 1,387 1,456 6,379 

純資産 7,596 7,204 6,758 6,474 6,357 

行政コスト     12,003 

経常費用 6,431 6,552 6,564 6,684 6,766 

経常収益 6,446 6,820 6,671 6,737 6,877 

当期総利益 474 282 110 54 115 

 

（８）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

① 予算 

（単位：百万円） 

区  別 金額 

収入  

 運営費交付金 6,873 

 施設整備費補助金 36 

 受託収入 - 

 諸収入 43 

前年度よりの繰越金 - 

計 6,953 

支出  

 業務経費 762 

 施設整備費 36 

 受託経費 - 

 一般管理費 486 

 人件費 5,668 

計 6,953 

   

② 収支計画 

（単位：百万円） 

区  別 金額 

費用の部 7,644 

 経常費用 7,644 

  人件費 5,668 

  業務費 663 
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  一般管理費 473 

  減価償却費 107 

  賞与引当金繰入 424 

  退職給付費用 309 

 財務費用 - 

 臨時損失 - 

収益の部 7,643 

 運営費交付金収益 6,760 

 受託収入 - 

 諸収入 43 

 資産見返運営費交付金戻入 107 

 資産見返物品受贈額戻入 - 

 賞与引当金見返に係る収益 424 

 退職給付引当金見返に係る収益 309 

臨時利益 - 

純利益 △1 

前年度繰越積立金取崩額 1 

総利益 - 

 

③ 資金計画 

（単位：百万円） 

区  分 金額 

資金支出 6,953 

 業務活動による支出 6,804 

 投資活動による支出 150 

 財務活動による支出 - 

 翌年度への繰越金 - 

  

資金収入 6,953 

 業務活動による収入 6,917 

  運営費交付金による収入 6,873 

  受託収入 - 

  その他の収入 43 

 投資活動による収入 36 

  施設整備費補助金による収入 36 

  その他の収入 - 

 財務活動による収入 - 

 前年度よりの繰越金 - 

 

詳細につきましては、令和２年度事業計画をご覧下さい。 

http://www.famic.go.jp/public_information/tsusoku/mokuhyoukeikaku.html 

 

http://www.famic.go.jp/public_information/tsusoku/mokuhyoukeikaku.html
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１５．参考情報 

（１）要約した財務諸表の科目の説明 

① 貸借対照表 

現金及び預金 ： 現金及び預金であって、貸借対照表日の翌日から起算

して一年以内に期限の到来しない預金を除くもの 

引当金見返（流動資

産） 

： 運営費交付金等で財源措置される引当金計上に見合う

流動資産で、賞与引当金見返が該当 

有形固定資産 ： 土地、建物、機械及び装置、工具器具備品など独立行政

法人が長期にわたって使用または利用する有形の固定資

産 

その他（固定資産） ： 有形固定資産以外の長期資産で、特許権など具体的な

形態を持たない無形固定資産等が該当 

引当金見返（投資そ

の他の資産） 

： 運営費交付金等で財源措置される引当金計上に見合う

投資その他の資産で、退職給付引当金見返が該当 

流動負債 ： 未払金、預かり金等 

引当金 ： 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失とし

て見越し計上するもので、賞与引当金等が該当 

資産見返負債 ： 事業計画の想定の範囲内で、運営費交付金により償却

資産を取得した場合に計上される負債 

引当金   ： 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失とし

て見越し計上するもので、退職給付引当金等が該当 

その他（固定負債） ： 資産除去債務等 

資本金 ： 国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を

構成 

資本剰余金 ： 国から交付された施設費などを財源として取得した資

産で独立行政法人の財産的基礎を構成するもの 

利益剰余金 ： 独立行政法人の業務に関連し発生した剰余金 

 

② 行政コスト計算書 

損益計算書上の費用 ： 損益計算書における経常費用、臨時損失 

その他行政コスト ： 政府出資金や国から交付された施設費等を財源として

取得した資産の減少に対応する、独立行政法人の実質的

な会計上の財産的基礎の減少の程度を表すもの 

行政コスト ： 独立行政法人のアウトプットを生み出すために使用し

たフルコストの性格を有するとともに、独立行政法人の

業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの算定

基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

③ 損益計算書 

調査指導業務費 ： 独立行政法人の業務に要した費用 

一般管理費 ： 事務所の賃借料、減価償却費など、独立行政法人の管理

に要した費用 
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人件費 ： 給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要

する経費 

財務費用 ： 利息の支払に要する経費 

運営費交付金収益 ： 国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識し

た収益 

事業収益等自己収入 ： 手数料収入、受託収入などの収益 

臨時損益 ： 固定資産の売却損益等が該当 

 

④ 純資産変動計算書 

当期末残高 ： 貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

⑤ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー ： 独立行政法人の通常の業務の実施に係

る資金の状態を表し、サービスの提供等に

よる収入、原材料、商品又はサービスの購

入による支出、人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー ： 将来に向けた運営基盤の確立のために

行われる投資活動に係る資金の状態を表

し、固定資産の取得・売却等による収入・

支出や施設整備費補助金の交付による収

入が該当 

財務活動によるキャッシュ・フロー ： リース債務の返済額が該当 
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（２）その他公表資料等との関係の説明 

FAMICは、ホームページ等を通じて、農業生産資材及び食品の安全性、JAS、食品表示等に関

する情報、科学的知見、各種制度や検査結果など、FAMIC の業務に関する情報を提供していま

す。 

 

① ホームページ 

ホームページでは、FAMIC が行う業務内容・公表事項、農業生産資材や食品等に関する情

報などを、科学的知見から分かりやすくタイムリーに提供しています。 

http://www.famic.go.jp/ 

 

 

② 広報誌「大きな目小さな目」〉 

広報誌では、農業生産資材や食品に関する科学的な知識や FAMICの関係業務の情報、食

品等の Q&Aなどを、年４回定期的に発行しています。広報誌は、ホームページでも公表し

ています。 

http://www.famic.go.jp/public_relations_magazine/kouhoushi/index.html 

about:blank
about:blank


 

45 

 

③ メールマガジン 

   メールマガジンでは、FAMICホームページの新着情報、行事・講習会の情報のほか、各府

庁省の報道発表資料、その時々の話題などの情報を掲載し、月３回以上配信しています。 

http://www.famic.go.jp/mail_magazine/stand.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ パンフレット等 

   パンフレット      環境報告書     業務報告  

 

 

 

 

 

about:blank




令和元事業年度

決算報告書

独立行政法人農林水産消費安全技術センター



令和元年度決算報告書
（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

　運営費交付金 639,488,000 639,488,000 - 1,197,688,000 1,197,688,000 - 997,267,000 997,267,000 - 1,483,944,000 1,483,944,000 - 1,067,010,000 1,067,010,000 -

　施設整備費補助金 - - - - - - - - - - - - - - -

　受託収入 - - - - - - - - - - - - - - -

　諸収入 1,932,000 1,641,960 290,040 - - - 35,228,000 39,932,368 △ 4,704,368 - 8,264 △ 8,264 800,000 114,608 685,392

　　検査等手数料収入 - 58,960 △ 58,960 - - - 15,950,000 23,589,344 △ 7,639,344 ※Ｂ - - - 800,000 - 800,000 ※Ｄ

　　検定手数料収入 - - - - - - 9,628,000 6,453,800 3,174,200 ※Ｃ - - - - - -

　　講習事業収入 - - - - - - 7,609,000 8,117,824 △ 508,824 - - - - - -

　　その他の収入 1,932,000 1,583,000 349,000 ※Ａ - - - 2,041,000 1,771,400 269,600 ※Ａ - 8,264 △ 8,264 - 114,608 △ 114,608

　前年度よりの繰越金 - - - - - - - - - - - - - - -

計 641,420,000 641,129,960 290,040 1,197,688,000 1,197,688,000 - 1,032,495,000 1,037,199,368 △ 4,704,368 1,483,944,000 1,483,952,264 △ 8,264 1,067,810,000 1,067,124,608 685,392

支出

業務経費 65,632,000 72,065,340 △ 6,433,340 195,023,000 164,306,071 30,716,929 228,377,000 159,071,261 69,305,739 84,185,000 188,809,445 △ 104,624,445 144,564,000 85,610,028 58,953,972

　農業生産資材における安全の確保等に関する業務 65,632,000 72,065,340 △ 6,433,340 195,023,000 164,306,071 30,716,929 228,377,000 159,071,261 69,305,739 - - - - - -

　　肥料及び土壌改良資材関係業務 65,632,000 72,065,340 △ 6,433,340 - - - - - - - - - - - -

　　農薬関係業務 - - - 195,023,000 164,306,071 30,716,929 ※Ｇ - - - - - - - - -

　　飼料及び飼料添加物関係業務 - - - - - - 228,377,000 159,071,261 69,305,739 ※Ｇ - - - - - -

　食品表示の監視及び日本農林規格等に関する業務 - - - - - - - - - 84,185,000 188,809,445 △ 104,624,445 144,564,000 85,610,028 58,953,972

　　食品表示の監視に関する業務 - - - - - - - - - 84,185,000 188,809,445 △ 104,624,445 ※Ｈ - - -

　　日本農林規格等に関する業務 - - - - - - - - - - - - 144,564,000 85,610,028 58,953,972 ※Ｇ

　食品の安全性に関するリスク管理に資するための有害物質の分析業務 - - - - - - - - - - - - - - -

　その他の業務 - - - - - - - - - - - - - - -

施設整備費補助金 - - - - - - - - - - - - - - -

受託経費 - - - - - - - - - - - - - - -

一般管理費 - - - - - - - - - - - - - - -

人件費 542,335,000 518,673,271 23,661,729 944,411,000 928,152,170 16,258,830 757,399,000 718,862,955 38,536,045 1,318,435,000 1,219,337,163 99,097,837 869,606,000 919,052,639 △ 49,446,639

計 607,967,000 590,738,611 17,228,389 1,139,434,000 1,092,458,241 46,975,759 985,776,000 877,934,216 107,841,784 1,402,620,000 1,408,146,608 △ 5,526,608 1,014,170,000 1,004,662,667 9,507,333

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入 ※Ａ 標準物質売払（肥料）及び標準製剤売払（飼料）

　運営費交付金 172,526,000 172,526,000 - 493,281,000 493,281,000 - 946,087,000 946,087,000 - 6,997,291,000 6,997,291,000 - の減少に伴い、その他収入が減となっています。

　施設整備費補助金 - - - - - - - - - - - - ※Ｂ ＧＭＰ検査件数の増加に伴い、検査手数料収入

　受託収入 - - - - - - - - - - - - が増となっています。

　諸収入 - - - 5,362,000 2,970,810 2,391,190 1,593,000 4,672,989 △ 3,079,989 44,915,000 49,340,999 △ 4,425,999 ※Ｃ 飼料添加物の検定検査件数の減少に伴い、検定

　　検査等手数料収入 - - - - - - - - - 16,750,000 23,648,304 △ 6,898,304 手数料収入が減となっています。

　　検定手数料収入 - - - - - - - - - 9,628,000 6,453,800 3,174,200 ※Ｄ 認証機関の検査件数がなかったことに伴い、検

　　講習事業収入 - - - 5,362,000 2,970,810 2,391,190 ※Ｅ - - - 12,971,000 11,088,634 1,882,366 査手数料収入が減となっています。

　　その他の収入 - - - - - - 1,593,000 4,672,989 △ 3,079,989 ※Ｆ 5,566,000 8,150,261 △ 2,584,261 ※Ｅ 事業講習会の開催件数の減少に伴い、講習事業

　前年度よりの繰越金 - - - - - - - - - - - - 収入が減となっています。

計 172,526,000 172,526,000 - 498,643,000 496,251,810 2,391,190 947,680,000 950,759,989 △ 3,079,989 7,042,206,000 7,046,631,999 △ 4,425,999 ※Ｆ 分析機器の固定資産売払に伴い、その他収入が

支出 増となっています。

業務経費 33,543,000 37,449,992 △ 3,906,992 32,057,000 39,585,738 △ 7,528,738 - - - 783,381,000 746,897,875 36,483,125 ※Ｇ 他の業務への振替に伴い、支出の減となってい

　農業生産資材における安全の確保等に関する業務 - - - - - - - - - 489,032,000 395,442,672 93,589,328 ます。

　　肥料及び土壌改良資材関係業務 - - - - - - - - - 65,632,000 72,065,340 △ 6,433,340 ※Ｈ 検査件数の増加及び機器整備等（分析機器の取

　　農薬関係業務 - - - - - - - - - 195,023,000 164,306,071 30,716,929 得等）の増加に伴い、支出の増となっています。

　　飼料及び飼料添加物関係業務 - - - - - - - - - 228,377,000 159,071,261 69,305,739

　食品表示の監視及び日本農林規格等に関する業務 - - - - - - - - - 228,749,000 274,419,473 △ 45,670,473

　　食品表示の監視に関する業務 - - - - - - - - - 84,185,000 188,809,445 △ 104,624,445

　　日本農林規格等に関する業務 - - - - - - - - - 144,564,000 85,610,028 58,953,972

　食品の安全性に関するリスク管理に資するための有害物質の分析業務 33,543,000 37,449,992 △ 3,906,992 ※Ｈ - - - - - - 33,543,000 37,449,992 △ 3,906,992

　その他の業務 - - - 32,057,000 39,585,738 △ 7,528,738 ※Ｈ - - - 32,057,000 39,585,738 △ 7,528,738

施設整備費補助金 - - - - - - - - - - - -

受託経費 - - - - - - - - - - - -

一般管理費 - - - - - - 517,183,000 504,176,174 13,006,826 517,183,000 504,176,174 13,006,826

人件費 130,908,000 127,393,435 3,514,565 439,478,000 427,677,961 11,800,039 739,070,000 821,689,509 △ 82,619,509 5,741,642,000 5,680,839,103 60,802,897

計 164,451,000 164,843,427 △ 392,427 471,535,000 467,263,699 4,271,301 1,256,253,000 1,325,865,683 △ 69,612,683 7,042,206,000 6,931,913,152 110,292,848

日本農林規格等に関する業務
区　　　分

肥料及び土壌改良資材関係業務 農薬関係業務 飼料及び飼料添加物関係業務 食品表示の監視に関する業務

食品の安全性に関するリスク管理に
資するための有害物質の分析業務

その他の業務 法人共通 合計
区　　　分



 

令和元事業年度

独立監査人の監査報告書

独立行政法人農林水産消費安全技術センター
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